
１　法人の適格性－事業主体として適格な法人であるか。

審査内容 審査方法 関係書類 審査基準 留意事項 判断

1 　役員及び評議員の構成は適正で 　役員等一覧表及び理事 　理事６名以上、監事２名以上、評議員は理事

あるか 長への面接により確認す を超える人数であること。

ること。

2 　施設長は資格を有する者である 　関係法令及び通知で定める資格を有する者で 　資格取得が見込まれ

か あること。 る場合は認めてもよい

こと。

3 　過去の実績はどうであったか、 　指導監査結果等及び改 　法人・施設運営に関し、指導監査において指

門題点はなかったか。 善報告書により確認する 摘事項がある場合は、それが改善又は改善計画

こと。 が具体的に作成されていること。

1 　財政状態は健全であるか 　決算書及び指導監査結 （負債）

果等により確認すること 　既借入金の償還に問題がないこと。

2 　事業運営資金は確実に確保され 　印鑑登録証明書のつい （運転資金） 　寄附申込者と受領者

ているか た寄附申込書及び残高証 　事業を開始するにあたり、年間事業費(予算 が同一の場合は、理事

明書等により確認するこ 額)の１２分の１(介護保険施設及び障害福祉施 会で承認を得ること。

と。 設については１２分の３)以上の金額を有する 理事長の特別代理人の

　法人理事長が寄附を行 こと。 選出は認められないこ

うような、利益相反取引 と。

（自己契約及び双方代理 　運転資金については

を含む）については、理 市中銀行等による融資

事会で承認を得ているか は原則認めないこと。

議事録等により確認する

こと。

審査内容 審査方法 関係書類 審査基準 留意事項 判断

1 　当該土地に施設の建築が可能で 　許可の見通しについて 　当該施設建設のための農振除外、農地転用、 　農振除外,農地転用,

あるか 所管課（所）に確認する 開発許可の見通しがあること。 開発許可の見通しがな

（農振法、農地法、都市計画法等） こと。 　補助金の交付を受けるものであることから、 いものは認められない

公共施設を建設する場合に準拠すること。 こと。

2 　立地条件に問題はないか 　立地条件について、現 　立地条件に問題がないこと。

地調査を行い確認するこ

と。

3 　施設を建設することについて、 　地元自治会、近隣住民 　当該事業について説明会の開催等、近隣住民 　同意書が得られない

近隣住民等に対し、理解と協力を に対する説明会の状況、 に丁寧に説明していること。 場合は交渉経緯等から

十分に求めているか 同意書の取得状況又は交 　近隣住民からの質問、要望に対し、丁寧に対 住民の同意が判断でき

渉経緯により判断するこ 応していること。 ること。

と。

4 　法令等に定める施設・設備の最 　設計図により確認する 　最低基準を満たしていること。 　施設種別ごとの最低

低基準を満たしているか こと。 基準が分かる資料を用

意すること。

5 　入所者の処遇(増改築) 　入所者処遇計画書によ 　増築工事の騒音・振動等の程度、工期などを

　増築中の入居者の処遇について り、増築中、入所者に対 把握し、増築付近の入所を制限する、基準を満

方策を立てているか。事前に入所 する処遇等に支障がない たした別建物に転居させるなどの方策をとるこ

者及びその家族に対し十分な説明 かどうかを確認すること と。

を行っているか。

Ⅰ　社会福祉施設

※経営主体が、社会福祉法人以外の場合、上記に準ずるとともに、施設種別ごとの要件を満たしていること。
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物

２　事業計画

(１)建物について－確実に建築できるか。
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審査内容 審査方法 関係書類 審査基準 留意事項 判断

1 　寄附により取得する場合、所有 　土地譲渡確約書及び所 （土地譲渡確約書（無償））

者は法人に対して寄附を行う意思 有権移転登記確約書によ 　実印を使用し、印鑑登録証明書が添付されて

があるか り確認すること。 いること。

2 　売買契約により取得する場合、 　土地譲渡確約書及び所 （土地譲渡確約書（有償））

売買契約は適正であるか 有権移転登記確約書によ 　実印を使用し、印鑑登録証明書が添付されて

り確認すること。 いること。

3 　物件は確実に所在するか 　不動産登記簿謄本によ （不動産登記簿謄本）

4 　寄附申込者又は売主は正当な所 り確認すること。 　寄附申込者又は売主側において、所有権保存

有者であるか 　必要に応じて、不動産 ・移転登記されている物件であること。

登記済証（権利証）の提

5 　当該土地には抵当権等所有権以 示を求めること。 （抵当権） 　当該土地で抵当権抹

外の権利関係が存在していないか 　抵当権が設定されていないこと。 消の確実な見通しがあ

るものは認めてもよい

こと。

　また、さいたま市民

間保育所設置認可等実

施要綱に規定する駅前

型保育所等の施設整備

に該当する場合には、

抵当権が設定されてい

てもよいこと。

1 　法人は当該土地を所有している 　不動産登記簿謄本によ （抵当権） 　当該法人の事業にか

か り確認すること。 　使用収益を妨げる権利が設定されていないこ かわる借入金の担保と

2 　当該土地には抵当権等所有 　必要に応じて、不動産 と。 なっているものであっ

権以外の権利関係が存在して 登記済証明の提示を求め て、所轄庁の承認を得

いないか。 ること。 ているか、又は基本財

産以外の土地で抵当権

抹消の確実な見通しが

あるものは認めてもよ

いこと。

（公有地の場合） 　貸与確約書又は使用許 （貸与又は使用許可）

1 　所有者が国等の場合、貸与又は 可承諾書により、あるい 　国等から貸与又は使用許可が確実に受けられ

使用許可は確実に受けられるか は国等に連絡のうえ確認 ること。

すること。

（民有地の場合） （地上権設定又は賃貸借契約） (1)借地借家法に違反

1 　所有者が国等以外の場合、法人 　地上権設定契約(確約) (１)借地借家法に違反していないものであるこ する点があれば、違反

に対して貸与の契約(地上権設定 書又は賃貸借契約(確約) 　と。 事項を是正のうえ認め

契約又は賃貸借契約)を行う意思 書により確認すること。 ること。

があるか (２)実印を使用し、印鑑登録証明書が添付され (2)当該法人の理事長

　ていること。 又は当該法人から報酬

を受けている役員等か

ら賃借による貸与を受

けることは望ましくな

い。

2 　地上権又は賃借権の登記が可能 　地上権又は賃借権設定 （地上権又は賃借権設定登記）

であるか 登記誓約書により確認す 　その事業の存続に必要な期間の地上権又は賃

ること。 借権の設定、かつ、登記が確実に行われること

3 　物件は確実に所在するか。 　不動産登記簿謄本によ （不動産登記簿謄本）

4 　貸地人は正当な所有者であるか り確認すること。 　貸地人側において、所有権保存・移転登記が

　必要に応じて、不動産 されている物件であること。

登記済証（権利証）の提

示を求めること。

(２)土地について－確実に使用できる権限を有しているか。
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審査内容 審査方法 関係書類 審査基準 留意事項 判断

5 　当該土地には抵当権等所有権以 （抵当権） 　さいたま市民間保育

外の権利関係が存在していないか 使用収益を妨げる権利が設定されていないこ 所設置認可等実施要綱

と。 に規定する駅前型保育

所等の施設整備に該当

する場合、又は当該物

件に設定されている抵

当権よりも優先して賃

　 借権が設定されている

保育所の施設整備の場

合には、抵当権が設定

されていてもよいこ

と。

1 　法人は当該土地を確実に使用で 　地上権設定契約(確約) （地上権設定又は賃貸借契約）

きる権限を有しているか 書又は賃貸借契約(確約) 　借受予定地（民有地の場合）に同じ

書等及び不動産登記簿謄

本により確認すること。

2 　地上権又は賃借権の登記はされ 　不動産登記簿謄本によ （地上権又は賃借権設定登記）

ているか。 り確認すること。 　借受予定地（民有地の場合）に同じ

3 　当該土地には抵当権等所有権以 （抵当権） 　当該土地で抵当権抹

外の権利関係が存在していないか 　使用収益を妨げる権利が設定されてないこと 消の確実な見通しがあ

るものは認めてもよい

こと。

審査内容 審査方法 関係書類 審査基準 留意事項 判断

1 　事業計画は適正であり、相応し 　法人認可等協議書・施 （資金計画）

た資金計画であるか。 設設立計画書及び設立代 　施設建設資金は、補助(交付)金、公的借入金

表者に面接のうえ確認す (独立行政法人福祉医療機構等)、確実な融資金

ること。 や確実な寄附金(自己資金)によること。

2 　借入金は確実に調達できる見込 　福祉医療機構の相談の 　長期借入金は、経営診断等の結果をみて、償 　確実な融資の見通し

みがあるか。 状況を確認すること。借 還の確実なものであること。 があるものは認めても

入金は限度額を超えてい 　民間金融機関からの融資が確実なものである よいこと。

ないか確認すること。 こと。

　民間金融機関から融資

を受ける場合、融資証明

書により確認すること。

3 　寄附金（建設自己資金）は確実 　寄附申込書、残高証明 　寄附金は、施設建設計画に基づく自己資金と 　寄附金は、寄附者に

なものであるか。 書、所得証明書等により して十分と認められる額であること。 おいて確実に保有され

確認すること。 ていなければならない

こと。

4 　借入金償還の見通しはあるか (1)償還財源に寄附金を （寄附金） （寄附金）

　充てるときは、寄附申 　償還財源として確実に寄附される見通しがあ (1)寄附者の財政負担

　込書、所得証明書等に ること。 能力に比して過大であ

　より確認すること。 るものは認められない

　 また、社会福祉事業 （収支差額） こと。

　の収支差額を公的借入 　償還財源として認められる範囲内の額で、か 　なお、個人寄附につ

　金の償還に充てるとき つ、確実に充当できる見通しがあること。 いては、年間所得額か

　は、収支計算書により ら控除した後の所得額

　その収支予想に無理が が社会通念上、その者

　ないか確認すること。 の生活を維持できると

認められる額を上回っ

ていること。

(2)連帯保証人をつける （連帯保証人） (2）社会通念上、寄附

　場合は、保証能力を不 　確実な保証能力があること。 者は完済時において寄

　動産登記簿謄本、所得 附できる年齢であるこ

　証明書等により確認す と。

　る。
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(３)資金計画について－確実に建設できる資金計画を有しているか。
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